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論 文 要 旨       
 

 

所属ゼミ 岡田正大研究室 学籍番号 81330184 氏名 上地 直人 

（論文題名） 
 

包括的ビジネスが企業の競争優位に与える影響 
―食品企業の事例を通じた考察― 

 
 

（内容の要旨） 
 
 包括的ビジネス（Inclusive Business）とは、これまで公式経済に参画していなかった人々も

「包み含みこむ（inclusive）」形で行われるビジネスのことであり、具体的には開発途上国の

低所得層（2002 年の購買力平価ベースで年間支出 3000 ドル以下の層）を対象に、企業が営利

事業を通じて貧困等の社会問題解決と利益創出を同時に達成しようとする活動を指す（企業に

よる慈善活動とは明確に区別される）。 
 いくつかの例外を除き、多くの多国籍企業にとって、この途上国低所得層はその購買力の低

さや社会経済インフラの未整備といった経営環境上の制約から、基本的には国際機関や NGO
等による援助や支援の対象として認識されてきた。日本の企業においても少数の例外を除いて、

この市場へ事業展開をしていない。しかしながら、途上国低所得層に存在する未充足のニーズ

（企業にとっての顧客創造機会）や今後の経済成長への期待から、最後の巨大成長市場（ネク

スト・ボリュームゾーン）として欧米企業を中心に注目を集めつつある。 
 そこで本論文では、先進国に本拠を置く食品企業における途上国市場への新規参入戦略を題

材として、複数企業（日本・欧州企業）の事例研究に基づき「包括的ビジネスが途上国市場に

おける企業の競争優位に与える影響」に関する仮説の構築を行った。 
研究のアプローチとしては、第一に包括的ビジネスの先駆的事例とも言えるバングラデシュ

におけるダノン（フランスに本拠を置く食品企業）による幼児栄養改善事業の事例分析を通じ

て、包括的ビジネスに取り組むことで企業にもたらされる非金銭的効果（新たな経営資源の構

築やイノベーションの促進）に関する初期仮説を導出した。第二に、その初期仮説の妥当性を、

複数の食品企業における途上国ビジネスの事例研究を通じて検証し（1 つひとつの事例を自然

実験のように扱い、反復実験の論理で初期仮説の妥当性を検証）、その分析結果を踏まえて初期

仮説の修正・精緻化を行った。 
 その結果、包括的ビジネスに取り組むことで、現地の社会問題解決と企業の競争力強化との

相乗効果を生む可能性が示唆された。企業の競争力強化とは、1）イノベーションの促進（ビジ

ネスモデルの革新、製品の革新、コスト削減方法の革新）、2）模倣困難性の高い経営資源の構

築（企業の評判、NGO や地域コミュニティとのネットワーク）が企業にもたらされることを

意味する。この競争力強化により、低所得層市場における競争優位のみならず、企業が低所得

層からその上位所得層である富裕層・中間層（ボリュームゾーン）にその事業を発展させてい

った場合の競争優位にも正の効果を及ぼすという仮説が導出された。 
 また、包括的ビジネスを行う企業 2 社の事例追跡により、包括的ビジネス戦略は 5 つの企業

特性（①企業理念・ミッションと包括的ビジネスの整合性が高い②途上国低所得層のニーズと

自社保有の製品特性との親和性が高い③中間層向けの製品ラインナップを保有している④今後

の重点課題地域が南アジア・インド・アフリカである⑤競合企業が途上国低所得層にまだ浸透

していない）とフィットすればするほど、その戦略的価値（途上国市場全体における持続的競

争優位の可能性）が高まるという新たな仮説を追加した。 
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